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議案第２６号 

 

令和７年度二宮町下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度二宮町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処 理 面 積                      ４２６ｈａ 

 (2) 年間有収水量              ２，０２６，４８０ｍ3 

 (3) 一日平均有収水量                    ５，５５２ｍ3 

 (4) 主な建設改良費 

     (ア)汚水枝線等工事                     １５１，０００千円 

    (イ)流域下水道建設費負担金               ２４，９４１千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用

中公営企業会計支援業務委託料等の財源にあてるため、公営企業会計適用債 

４，９００千円を借り入れる。 

収  入 

  第１款   下水道事業収益        ８１６，４１４千円 

   第１項   営 業 収 益        ３２１，３３８千円 

   第２項   営 業 外 収 益        ４９５，０７６千円 

支  出 

  第１款   下水道事業費用        ８０５，９０１千円 

   第１項   営 業 費 用        ７２７，９９３千円 

   第２項   営 業 外 費 用         ６７，８７７千円 

   第３項   特 別 損 失             ３１千円 

   第４項   予 備 費         １０，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額２４５，２５５千円は、当年度分消費税資本的

収支調整額１５，４１３千円、過年度分損益勘定留保資金５４，５８０千円及

び当年度分損益勘定留保資金１７５，２６２千円で補てんするものとする。）。 

 

収  入 

  第１款   資 本 的 収 入          ５１６，１６０千円 

   第１項   企 業 債         ３４０，６００千円 

   第２項   他会計出資金          １５，４８９千円 

   第３項   他会計補助金          ４６，７９６千円 

   第４項   国 庫 補 助 金             １０８，０００千円 

   第５項   負 担 金 等           ５，２７５千円 

支  出 

  第１款   資 本 的 支 出          ７６１，４１５千円 

   第１項   建 設 改 良 費         ３３６，６７１千円 

   第２項   企業債償還金         ４２４，７４４千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおり

と定める。 

事  項 期  間 限 度 額 

排水設備水洗化改造資金として融資し

た金融機関に対する損失補償（令和7

年度） 

令和７年度 

～ 

令和１２年度 

1,900千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道 

事業債 
196,000 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率） 

政府資金について

は、その融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。ただ

し、町財政の都合

により据置期間及

び償還期限を短縮

し、又は繰上償還

もしくは低利に借

換えすることがで

きる。 

流域下水道 

事業債 
24,600 同 上 同 上 同 上 

資本費 

平準化債 
120,000 同 上 同 上 同 上 

公営企業 

会計適用債 
4,900 同 上 同 上 同 上 

計 345,500    

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２４３，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用及び特別損失 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

 (1) 職員給与費             ６３，３３１千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業費用及び資本的支出に充当するため、一般会計からこの会

計へ補助を受ける金額は、３１２，９９４千円である。 

 

令和７年２月２１日提出 

 

                       二宮町長 村田 子   


